
別紙様式第 22 号 

申請日 2026 年 ７月 ２日 

 

一般社団法人 資産運用業協会 

会長 殿 

 

 

（商号又は名称）バーテックス・インベストメント・ソリューションズ株式会社 

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第９条第１項第 17 号の規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

(1)資本金の額（2026 年５月 31 日現在） 

資本金の額      ： 15億円 

発行可能株式総数      ： 30,000株 

発行済株式総数       ： 3,000株 

   直近５ヵ年の資本金の変動  ： 該当事項はありません。 

(2)会社の機構 

①会社の意思決定機構 

法令または定款に定めるもののほか、当会社の業務執行に関するすべての重要な事項は、

取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総会の決議によって選任され、その

任期は選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとします。ただし、補欠または増員により選任された取締役の任期は、前任者ま

たは他の在任取締役の任期の満了の時までとします。  

代表取締役は、取締役会の決議によって選定します。また、取締役会の決議によって、

取締役社長１名を定め、必要に応じてその他の役付取締役を定めることができます。  

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集します。取締役会

の議長は、原則として取締役社長がこれにあたります。  

取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その過半数を

もって行います。取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案した場合におい

て、当該提案につき、議決に加わることができる取締役全員が書面または電磁的記録によ

り同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の取締役会の決議があったものと

みなします。但し、監査役が異議を述べたときはこの限りではありません。 



②投資運用の意思決定機構 

1.運用方針の決定 

商品担当部署、運用担当部署、リスク管理・コンプライアンス担当部署等の担当取締役

等で構成される新商品委員会にて、ファンドの基本事項（運用方針・商品概要書等）を

審議・調整し、社長にて内容を決定します。 

2.運用ガイドライン・運用計画書の決定 

ファンドの基本事項（運用方針・商品概要書等）に基づき、各ファンドの運用担当者は

運用ガイドラインを作成し、運用担当部署担当取締役が決定します。 

各ファンドの運用担当者は、運用ガイドライン等に基づき、月次で運用計画書を作成し、

運用ガイドラインおよび運用計画書等に基づき、運用を行います。運用計画書には翌１

ヵ月の投資方針を記載します。なお、投資方針を変更する場合は、投資方針の変更理由

を記載した変更計画書を作成します。 

3.売買執行 

各ファンドの運用担当者は銘柄の選定、組入数量（金額）等の注文内容を決定し、売買

執行業務を行う者（当該ファンドの運用担当者とは別の者）へ発注を依頼します。売買

執行業務を行う者は、最良執行を目指して、注文内容に応じて取引手法、発注方法等を

決定し、ブローカーへ発注します。 

4.モニタリング（第一線） 

各ファンドの運用担当者は、ファンドの運用に関わる状況について、原則月次で運用担

当部署の部長に対して報告を行います。運用担当部署は、各ファンドの運用担当者によ

る運用が遵守すべき事項を逸脱している場合には、リスク管理・コンプライアンス担当

部署への報告を行うと共に、速やかに対応を協議します。 

5.モニタリング（第二線） 

運用担当部署から独立したリスク管理・コンプライアンス担当部署は、運用に関するパ

フォーマンス評価、リスク管理および法令・信託約款などの遵守状況等のモニタリング

を実施します。モニタリング結果に問題等がある場合は、運用担当部署に確認を行い、

必要に応じて対応を協議します。また、これらのモニタリング結果についてはリスク管

理に関する委員会およびコンプライアンスに関する委員会へ定期的に報告し、その内容

については取締役会にも報告されます。パフォーマンスの状況についてはリスク管理に

関する委員会に定期的に報告、パフォーマンス評価を含めた商品の状況は、商品ガバナ

ンスに関する委員会へ年に一回報告します。 

6.モニタリング（第三線） 

運用担当部署から独立した内部監査担当部署が運用、商品・リスク管理・コンプライア

ンス等の業務執行が適切に実施されているか等をモニタリングします。 

 

 

 

  



２．事業の内容及び営業の概況 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社は、投資信託の設定を行

うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその投資運用業に係る業務、

投資助言・代理業に係る業務および第二種金融商品取引業に係る業務を行っています。 

 

2026年５月 31日現在、運用する投資信託は以下の通りです。（親投資信託を除く） 

ファンドの種類 本数 純資産総額（単位：円） 

追加型株式投資信託 29 936,868,543,808 

単位型株式投資信託 1 9,503,407,056 

合計 30 946,371,950,864 

 

３．委託会社等の経理状況 

（1）委託会社であるバーテックス・インベストメント・ソリューションズ株式会社（以下「委

託会社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）ならびに 同規則第 ２ 条の規定に基づき、「金融商品取

引業等に関する内閣府令」（平成 19 年８月６日内閣府令第 52 号）により作成しており

ます。 

（2）財務諸表の金額は、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。 

（3）委託会社は、第４期事業年度（自 2025年４月１日至 2026年３月 31日）の財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。 

  



 

１【貸借対照表】 

    (単位：千円) 

      前事業年度 当事業年度 

      (2025 年 3月 31日) (2026年 3月 31日) 

資産の部    

 流動資産    

  現金・預金  2,021,315 2,568,702 

  未収委託者報酬  195,523 401,832 

  未収運用受託報酬  140,065 181,852 

  未収投資助言報酬 ※1 79,025 89,050 

  未収入金   ※1 345 1,843 

  前払費用  20,027 44,967 

    その他の流動資産  － 175 

  流動資産合計  2,456,303 3,288,424 

 固定資産    

  有形固定資産    

   建物  49,158 49,561 

   器具備品  69,288 60,217 

   減価償却累計額  △ 51,837 △ 51,257 

   有形固定資産合計  66,609 58,521 

  無形固定資産    

   ソフトウエア  30,991 20,730 

   商標権  236 206 

   著作権  400  400 

   無形固定資産合計  31,627 21,337 

  投資その他の資産   
 

   繰延税金資産  23,951 30,469 

   その他  158 38 

   投資その他の資産合計  24,109 30,508 

  固定資産合計  122,346 110,367 

 繰延資産    
 

  開業費  46,926 29,862 

  繰延資産合計  46,926 29,862 

資産合計  2,625,575 3,428,653 

 

  



 

 

    (単位：千円) 

      前事業年度 当事業年度 

      (2025年 3月 31日) (2026年 3月 31日) 

負債の部    

 流動負債    

  未払金   ※1 103,653 148,291 

  未払費用  1,828 1,939 

  未払法人税等   96,640 178,226 

未払消費税等   42,754 52,567 

前受収益 ※1 12,467 107,600 

  その他の流動負債 ※1 4,990 11,347 

  流動負債合計  262,334 499,971 

 負債合計  262,334 499,971 

純資産の部      

 株主資本    

  資本金  1,500,000 1,500,000 

  資本剰余金    

   資本準備金  1,500,000 1,500,000 

   資本剰余金合計  1,500,000 1,500,000 

  利益剰余金    

   その他利益剰余金    

    繰越利益剰余金  △ 636,758 △ 71,317 

   利益剰余金合計  △ 636,758 △ 71,317 

  株主資本合計  2,363,241 2,928,682 

 純資産合計  2,363,241 2,928,682 

負債純資産合計  2,625,575 3,428,653 

 

 

 

 

 

 

  



 

２【損益計算書】 

 

  

    (単位：千円) 

      前事業年度 当事業年度 
    (自 2024年 4 月 1 日  (自 2025年 4 月 1 日 

        至 2025年 3 月 31 日)   至 2026年 3 月 31 日) 

営業収益       

 委託者報酬  1,028,127 1,511,372 

 運用受託報酬  497,278 694,754 

 投資助言報酬 ※1 168,842 226,384 

営業収益計  1,694,248 2,432,511 

営業費用    
 

 支払手数料  160,530 254,161 

 広告宣伝費  9,606 145 

 調査費  505,871 552,212 

 調査費 
 

505,871 545,022 

 委託調査費  － 7,190 

 営業雑経費  43,056 48,098 
 通信費  35,160 39,074 
 印刷費  5,513 5,505 
 協会費  1,760 2,930 
 諸会費  622 588 

営業費用計  719,064 854,616 

一般管理費    
 

 給料  501,721 594,593 

  役員報酬 ※1 154,830 176,427 

  給料・手当  346,891 410,406 

  賞与  － 7,759 

 法定福利費  2,845 6,544 

 福利厚生費  407 850 

 交際費  192 110 

 旅費交通費  1,121 1,727 

 租税公課  28,181 34,874 

 不動産賃借料  65,530 65,129 

 固定資産減価償却費  25,656 32,200 

 諸経費 ※1、2 53,625 63,637 

一般管理費計  679,281 799,668 

営業利益  295,902 778,225 

営業外収益  
  

 受取利息  826 3,795 

 為替差益  － 23 

 雑益  17 285 

営業外収益計  843 4,104 

営業外費用  
  

 繰延資産償却費  17,064 17,064 

 為替差損  17 － 

 雑損  179 42 

営業外費用計  17,261 17,106 

経常利益  279,483 765,222 

特別利益    

 研究開発支援金 ※1 － 10,000 

特別利益計  － 10,000 

特別損失    

 固定資産除却損 ※3 121 461 

 固定資産売却損 ※4 － 2,114 

特別損失計  121 2,576 

税引前当期純利益  279,361 772,646 

法人税、住民税及び事業税  79,488 213,723 

法人税等調整額  △ 18,116 △ 6,518 

法人税等合計  61,372 207,205 

当期純利益  217,989 565,440 



 

３【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

     株主資本  

純 資 産 合 計 
  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計   
資本準備金 

資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

  繰越利益剰余金 

当期首残高 1,500,000 1,500,000 1,500,000 △ 854,748 △ 854,748 2,145,251 2,145,251 

当期変動額               

 当期純利益       217,989 217,989 217,989 217,989 

当期変動額合計 － － － 217,989 217,989 217,989 217,989 

当期末残高 1,500,000 1,500,000 1,500,000 △ 636,758 △ 636,758 2,363,241 2,363,241 

 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 
     株主資本  

純資産合計 
  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計   
資本準備金 

資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

  繰越利益剰余金 

当期首残高 1,500,000 1,500,000 1,500,000 △ 636,758 △ 636,758 2,363,241 2,363,241 

当期変動額               

 当期純利益       565,440 565,440 565,440 565,440 

当期変動額合計 － － － 565,440 565,440 565,440 565,440 

当期末残高 1,500,000 1,500,000 1,500,000 △ 71,317 △ 71,317 2,928,682 2,928,682 

 

 

  



 

【注記事項】 

 

(重要な会計方針) 

1. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（建物については定額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物   3－18年 

器具備品 3－15年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用

しております。 

 

2. 繰延資産の処理方法 

開業費 開業から5年にわたり均等償却しております。 

 

3. 重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、資産運用サービスを行っており、委託者報酬、運用受託報酬及び投資助言報酬を稼得しておりま

す。これらには成功報酬が含まれる場合があります。 

(1) 委託者報酬 

委託者報酬は、期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提のもと、投資信託の信託約款に

基づき、投資信託の日々の純資産総額に対する一定割合を収益として認識しております。 

 

(2) 運用受託報酬 

運用受託報酬は、期間の経過に応じて履行義務が充足されるという前提のもと、投資一任契約に基づ

き、純資産価額に対する一定割合を収益として認識しております。 

 

(3) 投資助言報酬 

投資助言報酬は、契約期間にわたり投資助言サービスを提供するものであり、期間の経過に応じて履

行義務が充足されるという前提のもと、投資顧問契約に基づき、役務を提供する期間にわたり収益とし

て認識しております。 

 

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素

は含まれておりません。 

 

  



 

4. 未適用の会計基準等 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年 9 月 13 日）  

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024年 9 月 13 日）  

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正  

 

(1) 概要 

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定め

るものであります。  

 

(2) 適用予定日  

2027 年 4 月 1 日より開始する事業年度の期首から適用する予定であります。  

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用による影響は、現在評価中であります。



 

(貸借対照表関係) 

※1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

 前事業年度 当事業年度 

  (2025 年 3 月 31 日) (2026 年 3 月 31 日) 

流動資産       

  未収投資助言報酬 16,500 千円 19,250 千円 

未収入金 345 千円 3,473 千円 

流動負債       

前受収益 - 千円 45,000 千円 

未払金 - 千円 14,897 千円 

その他の流動負債 - 千円 4,609 千円 

 

(損益計算書関係) 

※1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

 前事業年度 当事業年度 

 (自 2024 年 4 月 1 日  (自 2025 年 4 月 1 日 

   至 2025 年 3 月 31 日)   至 2026 年 3 月 31 日) 

営業取引による取引高       

営業収益     

  投資助言報酬 15,000 千円 17,500 千円 

一般管理費     

  諸経費 7,222 千円 7,858 千円 

役員報酬 - 千円 11,127 千円 

営業取引以外の取引による取引高     

特別利益     

 研究開発支援金 - 千円 10,000 千円 

 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 (自 2024 年 4 月 1 日  (自 2025 年 4 月 1 日 

   至 2025 年 3 月 31 日)   至 2026 年 3 月 31 日) 

一般管理費  - 千円 9,090 千円 

    

※3 有形固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 (自 2024 年 4 月 1 日  (自 2025 年 4 月 1 日 

   至 2025 年 3 月 31 日)   至 2026 年 3 月 31 日) 

建物  121 千円 - 千円 

器具備品  - 千円 461 千円 



 

※4 有形固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
 前事業年度 当事業年度 

 (自 2024 年 4 月 1 日  (自 2025 年 4 月 1 日 

   至 2025 年 3 月 31 日)   至 2026 年 3 月 31 日) 

器具備品  - 千円 2,114 千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

1. 発行済株式に関する事項 

  当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 3,000 － － 3,000 

 

2. 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

1. 発行済株式に関する事項 

  当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 3,000 － － 3,000 

 

2. 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

  



 

(金融商品関係） 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

   当社は、投資運用業を営んでおります。資金運用についてはリスクを抑え安定的収益を得ることを原則

とする方針であり、短期的な預金等に限定しております。  

また、資金調達については行っておりません。 

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

  営業債権である未収委託者報酬は、受託者である信託銀行において分別管理されている信託財産より

支弁されるものであり、当該営業債権にかかる回収リスクは僅少であります。また、営業債権である未

収運用受託報酬及び未収投資助言報酬は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、顧客毎に期日管理

を行うとともに当社顧客は特定投資家に限定しており、当該営業債権にかかる回収リスクは僅少であり

ます。 

営業債務である未払金（未払手数料）は、1年以内の支払期日です。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日(当事業年度末)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、現

金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収投資助言報酬、未収入金、未払金は、いずれも短期

間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

   当社は、投資運用業を営んでおります。資金運用についてはリスクを抑え安定的収益を得ることを原則

とする方針であり、短期的な預金等に限定しております。  

また、資金調達については行っておりません。 

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

  営業債権である未収委託者報酬は、受託者である信託銀行において分別管理されている信託財産より

支弁されるものであり、当該営業債権にかかる回収リスクは僅少であります。また、営業債権である未

収運用受託報酬及び未収投資助言報酬は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、顧客毎に期日管理

を行うことにより、当該営業債権にかかる回収リスクの軽減を図っております。 

営業債務である未払金（未払手数料）は、1年以内の支払期日です。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日(当事業年度末)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、現

金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収投資助言報酬、未収入金、未払金は、いずれも短期

間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。 

  

 

  



 

(税効果会計関係) 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

前事業年度（2025年3月31日） 

  
1 年以内 

(千円) 

1 年超 

2 年以内 

(千円) 

2 年超 

3 年以内 

(千円) 

3 年超 

4 年以内 

(千円) 

4 年超 

5 年以内 

(千円) 

5 年超 

(千円) 

合計 

(千円) 

税務上の繰越欠損金(※)  -   -   -   -   -   55,116   55,116  

評価性引当額  -   -   -   -   -   △41,458   △41,458  

繰延税金資産  -   -   -   -   -   13,657   13,657  

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

  当事業年度（2026年3月31日） 

  
1 年以内 

(千円) 

1 年超 

2 年以内 

(千円) 

2 年超 

3 年以内 

(千円) 

3 年超 

4 年以内 

(千円) 

4 年超 

5 年以内 

(千円) 

5 年超 

(千円) 

合計 

(千円) 

税務上の繰越欠損金(※)  -   -   -   -   -   23,052   23,052  

評価性引当額  -   -   -   -   -   △6,146   △6,146  

繰延税金資産  -   -   -   -   -   16,906   16,906  

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。  

  前事業年度 当事業年度 

  (2025 年 3 月 31 日) (2026 年 3 月 31 日) 

（繰延税金資産）       

 税務上の繰越欠損金（注）  55,116 千円  23,052 千円 

 未払事業税  6,934 千円  9,881 千円 

 未払事業所税  559 千円  611 千円 

 業績連動型株式報酬  - 千円  1,452 千円 

 税務上の繰延資産   3,190 千円   2,063 千円 

   繰延税金資産小計     65,800 千円  37,062 千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額  △ 41,458 千円  △ 6,146 千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額   △ 390 千円   △ 446 千円 

     評価性引当額小計      △ 41,849 千円   △ 6,592 千円 

     繰延税金資産合計     23,951 千円  30,469 千円 



 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 

前事業年度（2025 年 3 月 31 日） 

法定実効税率 30.62% 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.10% 

住民税均等割 0.34% 

評価性引当額の増減 △9.46% 

その他 0.37% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.97% 

 

当事業年度（2026 年 3 月 31 日） 

法定実効税率 30.62% 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.26% 

住民税均等割 0.12% 

評価性引当額の増減 △4.56% 

その他 0.38% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.82% 

 

3. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、第一生命ホールディングス株式会社（現：株式会社第一ライフグループ）を通算親法人とするグ

ループ通算制度を適用しております。なお、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示に

ついては、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号

2021年8月12日）に従っております。 

 

(資産除去債務関係) 

当社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有

しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないこ

とから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計

上しておりません。 

 

 

 

 

 



 

(収益認識関係) 

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 前事業年度（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日） 

【注記事項】 (セグメント情報等) に記載のとおりであります。 

 

 当事業年度（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日） 

【注記事項】 (セグメント情報等) に記載のとおりであります。 

 

2. 収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「【注記事項】(重要な会計方針) 3. 重要な収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりであります。 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】  

当社は、投資運用事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

1. 製品及びサービスごとの情報 

   

 

 

 

 

2. 地域ごとの情報 

(1） 営業収益 

                                                                (単位:千円) 

日本 英国 その他 合計 

1,194,110 498,497 1,641 1,694,248 

   (注)営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

(2）有形固定資産 

有形固定資産全体に占める本邦の割合が 90％を超えるため、地域ごとの情報の記載を省略しており

ます。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

 (単位:千円) 

顧客の名称または氏名 営業収益 

Dai-ichi Life Reinsurance Bermuda Ltd. 497,278 

      (単位:千円) 

  委託者報酬 運用受託報酬 投資助言報酬 合計 

外部顧客への営業収益 1,028,127 497,278 168,842 1,694,248 



 

なお、委託者報酬は、受益者の情報を制度上把握することができないため、集計の対象外としており

ます。そのため、営業収益の金額は、運用受託報酬及び投資助言報酬のみ表示しております。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

1. 製品及びサービスごとの情報 

   

 

 

 

 

2. 地域ごとの情報 

(1） 営業収益 

                                                               (単位:千円) 

日本 英国 その他 合計 

1,736,363 696,127 20 2,432,511 

   (注)営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

(2）有形固定資産 

有形固定資産全体に占める本邦の割合が 90％を超えるため、地域ごとの情報の記載を省略しており

ます。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

 (単位:千円) 

顧客の名称または氏名 営業収益 

Dai-ichi Life Reinsurance Bermuda Ltd. 686,216 

 

なお、委託者報酬は、受益者の情報を制度上把握することができないため、集計の対象外としており

ます。そのため、営業収益の金額は、運用受託報酬及び投資助言報酬のみ表示しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

 

    (単位:千円) 

  委託者報酬 運用受託報酬 投資助言報酬 合計 

外部顧客への営業収益 1,511,372 694,754 226,384 2,432,511 



 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

  



 

(関連当事者情報) 

1. 関連当事者との取引 

   (1) 親会社 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

 

 

 
議決権等の所有 

(被 所 有 )割 合 
関連当事者との関係 取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 事業の内容 

 

親会社 第一生命ホールディングス株式会社 
東京都 

千代田区 
3 4 4 , 3 5 3 百 万 円 保険業 

(被所有) 

  直接 100.0% 

持 株 会 社 

 

投資顧問契約の締結 

投資助言報酬

の受取 
15,000 

未収投資 

助言報酬 
16,500 

経営管理料の支払 7,175 未収入金 345 

商標使用料の支払 47 － － 

 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

 

 

 
議決権等の所有 

(被 所 有 )割 合 
関連当事者との関係 取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 事業の内容 

 

親会社 第一生命ホールディングス株式会社 
東京都 

千代田区 
34 4, 7 0 2 百 万 円 保険業 

(被所有) 

  直接 100.0% 

持 株 会 社 

 

投資顧問契約の締結 

投資助言報酬

の受取 
17,500 

未収投資 

助言報酬 
19,250 

経営管理料の支払 7,811 未収入金 1,843 

商標使用料の支払 47 － － 

研究開発支援金

の受取 
10,000 前受収益 45,000 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ通算制度

に係る 

通算税効果 

14,897 未払金 14,897 

(注)第一生命ホールディングス株式会社は、2026年4月1日付で株式会社第一ライフグループに商号変更しております。 

 

  



 

(2) 兄弟会社等 

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

事業の

内容 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社の 

子 会 社 
第一生命保険株式会社 

東京都 

千代田区 
60,000 百万円 保険業 なし 

投資顧問契約の締結 
投資助言報酬

の受取 
149,998 

未収投資 

助言報酬 
59,354 

 
前受収益 12,467 

 
 

当社設定投資信託の販売 
投資信託代行

手数料の支払 
160,456 未払金 24,495 

 

 

従業員の出向受入 出向負担金 452,878 － － 

 

 

親会社の 

子会社 

Dai-ichi Life 

Reinsurance Bermuda Ltd. 

英領 

バミューダ 
342 百万米ドル 再保険業 なし 投資一任契約の締結 

運用受託報酬

の受取 
497,278 

未収運用 

受託報酬 
140,065 

 
 

 

 

  (注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   (1)取引金額及び取引条件は、市場実態を勘案し、交渉の上で決定しております。 

     (2)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高は消費税等を含めております。 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 

事業の

内容 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社の 

子会社 
第一生命保険株式会社 

東京都 

千代田区 
60,000 百万円 保険業 なし 

投資顧問契約の締結 
投資助言報酬

の受取 
197,161 

未収投資 

助言報酬 
64,639 

 
前受収益 62,600 

 
 

当社設定投資信託の販売 
投資信託代行

手数料の支払 
254,004 未払金 53,703 

 

 

従業員の出向受入 出向負担金 502,740 － － 

 

 

親会社の 

子会社 

Dai-ichi Life 

Reinsurance Bermuda Ltd. 

英領 

バミューダ 
481 百万米ドル 再保険業 なし 投資一任契約の締結 

運用受託報酬

の受取 
686,216 

未収運用 

受託報酬 
181,852 

 
 

 

 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   (1)取引金額及び取引条件は、市場実態を勘案し、交渉の上で決定しております。 

     (2)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高は消費税等を含めております。  



 

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

  親会社情報 

第一生命ホールディングス株式会社（現：株式会社第一ライフグループ）(東京証券取引所に上場) 

 

(１株当たり情報)  

項目 

前事業年度 当事業年度 

 (自 2024 年 4 月 1 日  (自 2025 年 4 月 1 日 

  至 2025 年 3 月 31 日)   至 2026 年 3 月 31 日) 

1 株当たり純資産額   787,747 円 05 銭 976,227 円 36 銭 

1 株当たり当期純利益  72,663 円 14 銭 188,480 円 30 銭 

(注) (1) 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

         (2) 1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

前事業年度 当事業年度 

 (自 2024 年 4 月 1 日  (自 2025 年 4 月 1 日 

  至 2025 年 3 月 31 日)   至 2026 年 3 月 31 日) 

当期純利益 千円 217,989  565,440  

普通株主に帰属しない金額 千円 － － 

普通株式に係る当期純利益 千円 217,989  565,440  

普通株式の期中平均株式数 株 3,000  3,000  

 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

独立監査人の監査報告書 

2026年６月 12日 

バーテックス・インベストメント・ソリューションズ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 須 田  峻 輔 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているバーテックス・インベストメント・ソリューションズ株式会社

の2025年４月１日から2026年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、バーテックス・インベストメント・ソリューションズ株式会社の2026年３月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びそ

の監査報告書以外の情報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいか

なる作業も実施していない。 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。 

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬によ



 

 

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ

る場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す

る内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不

確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を

表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 

 

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。 

   ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 



公開日   2026年 ７月 ６日 

作成基準日 2026年 ６月 12日 

 

担当部署名 経営企画部 

電話番号  03-6206-3750 

 


